

























 *本稿は 2017 年度研究会「インド北東地域をめぐる日印関係――コネクティビティの過
去・現在・未来」研究会（村山真弓主査）での筆者による報告である。掲載に当たり、2020




































































  （1）市民権法にもちこまれた宗教的帰属 
  （2）内務省告示による事実上の市民権法改正 












































































                                                     



















設置する。これらはマイノリティ 3名を含む 5名の委員によって構成される。 
（6）マイノリティの保護義務を怠った公務員に対する公開の処分。 
（7）輸出入ライセンス、鉄道貨物利用など経済活動における差別の除去。 
（8）流出の著しい地域を対象に、難民財産管理協議会（Evacuees Property Management 
Board）の設置。東西ベンガル州政府による、そのための立法措置。 
































送還のための連邦法[The Immigrants (Expulsion from Assam) Act, 1950, No.X of 1950]が成立す
る。同法は第 2条とその但し書きをもって、パキスタンからの避難民を immigrantsから除
外すると規定する。 
“any person or class of persons, having been ordinarily resident in any place outside India, has or 
have. whether before or after the commencement of this Act, come into Assam and that the stay of 
such person or class of persons in Assam is detrimental to the interests of the general public of India 











                                                     






“Provided that nothing in this section shall apply to any person who on account of civil disturbances 
or the fear of such disturbances in any area now forming part of Pakistan has been displaced from or 






























































                                                     
ケースである。詳しくは[佐藤 2005a]参照。 
4 植民地期にすでにパスポート制度（Indian Passport Act, 1920）は存在したが、分離後のイ
ンド・パキスタン間の往来には適用されていなかった。両国間での制度の導入は、既存のパスポ
ート規則を改正する形をとった[Sinha 1962: 333-6]。 
5 インド共産党から東ベンガルに派遣された活動家の経験については、[Nag 2003]参照。アミー






















事K.N.カトゥジュ（Dr. Kailash Nath Katju）に対して、東ベンガルのヒンドゥーが「タフ」
                                                     





8 「危機的状況」「突然の難民急増」などの表現が再び[SWJN, 19, 12 Oct. 1952: 605-6]、
[JNLC, III, 17 Oct. 1952: 121] などにみられる。東ベンガル州議会では、会議派の B.K.
ダス（Das）が、直接パスポート制度に抗議するのではなく、ヒンドゥー教徒の大量流出の原因を質




ているものもいると発言した[ibid, 14 Oct. 1952:182-6]。パスポートの発給を拒否される人物
のリストがあることについて、[EPLAP, XVI(5), 28 March, 1957: 9]。 
9 ダカの英副高等弁務官からの報告は、ドゥルガ・プジャやモハッラムが平穏裡に祝われたと述
べている[UKHCI to CRO, No.197, 16 Oct. 1952][DO 35/6644]。 















したのである 11。導入を提案したパキスタンが、実施直前の 10月 11日になって、再度導
入延期をインド側に申し入れたが、難民の苦境を引き伸ばすだけだとして、インドはこれ
を拒絶した。こうして、1952 年 10月 15 日にインドが、17日にはパキスタンがパスポー
ト・ビザ制度を導入した[JNLC,II:600] [JNLC, III:195]。1950年 9月以降、移動者数は 1日平
均ヒンドゥー教徒で約 5,000人、ムスリムでほぼ 2,000人水準であったものが、パスポート







連邦政府の定住省のイニシアティブで進められた、いわゆる’Close door policy’[Dhar and 
Sengupta 1964]である[Chakrabarti 1990: 181-191]、[Tan and Kudaisya 2000: 150-7]。その年の




                                                     




















れ、数次の改正を経て継承されている 14。同法第 3 (1)条を根拠とするきわめて多くの命令
（Order）がこれまで発出されており、これらが外国人に対する具体的な行政措置を構成す




て挿入された（第 2 (a) 条）。ゆえに同法の適用にあたっては、当然のことながら、適用対
象者の市民権が争点となりうる。その場合、市民権の立証義務は行政ではなく、対象者が










                                                     
13 パスポート・ビザ制度の導入にあたり、インド政府はコミュニケで、難民証明書（certificate）は随
時取得できるであろう（could be obtained at any time）、移動を希望する人は、当面留まるように（to 
stay put for the present）と述べたのである[UKHCI to CRO, No.196, 16 Oct. 1952][DO 35/6644]。 
14 Foreigners Actの起源は 1864年までさかのぼる。その後の経緯については、Law 


































                                                     
15 これら一連の手続きについては、1963年 8月にインド情報放送省が配布した冊子 Influxの



































1980 2,158 2,041  
（出所）Hazarika and Bashya[2000: 66]。1981年以降の数字は削除。 
 


























出所：ALAD, 3(7), I(29), 8 April 1964: 380-2.
 










                                                     
17 Interior districts、border districtsは 1962年にはじまる東パキスタンからの流入を阻止する警備









































































































なかった。州内各地で双方のデモ、集会が持たれた 21。とりわけ 5月 21日のシロンでの反
                                                     
19 ASPによるアッサム語公用語化要求は 1950年のマールゲリター（Margherita）での大会決議
が嚆矢とされる[Neog 1976: 23-4, 44]、[Barua 1990: 154]。ASPによるアッサム語公用語化推進活
動については Barua[1990: 154-6, 174-6]も参照。 
20 これはMullik[1972: 395-6]の解釈である。そのほかに 1958年のチャリハ内閣の成立、ファク
ルッデーン・アリー・アフマド無任所相（のち蔵相）とチャリハの主流派に対するゆさぶりの材料と
いう州会議派内部の対立という要因もあったとされる（[ibid: 395] および Link, May 7, 1961, 
p.17）。以下の記述は主に Lok Sabha Secretariat[1960]による。 













死者 39名、負傷者 487名、被害を受けた家屋が 10,891軒に達した。なかでもナガウンを
筆頭に、ゴアルパラ、カムループの 3県での被害がおおきかった。この時点ではカチャー
ル県での暴力事件はみられなかった。ブラフマプトラ河谷での避難民のほとんどは、東ベ













くは市協議会レベルで 3分の 2の賛成をもって、アッサム語を公用語とすることが第 5条
に定められていたからである。反対者はこの規定によりベンガル語の地位が脅かされる可
能性を感じたのである。とりわけ 1961年に入り、カチャール県で非ベンガル語話者人口
                                                     
の結成を伝えている。 
22 アッサム語公用語化と学生組織の関与について Deka[1996: 166-170, 175-186]。 
23 Bodoの dはアッサム語では rの発音だが、ローマ字綴りでは Bodo（ボド）と書かれる場合が
多い。「ボド」と表記しておく。1960年 7月の言語暴動の調査を行った連邦議会代表団報告もボ
ドの反応については全く言及していない。しかし、1950年代から提起されていた母語による初等



























州全体では 1日の流入人数が 500人、過去 2年間の累積は数 10万人に達するというので
ある 26。 
                                                     
24 カチャールではムスリムがアッサム語公用語化に賛成した（“Immigration from east Pakistan to 
eastern India”[DO 196/157]。平和協議会の構成員には、そのほか県内のマニプリー、ヒンディー
語話者らが含まれる[Sharma and Sharma 2006: 77]。 
25 ネルーは、言語問題の背後の要因として、雇用をめぐる争い、互いに抱く根深い恐怖感を挙
げている[LCM, Vol.5, 30 July 1960: 397-9]。また、1961年 6月のシャーストリーによる調停工作
には高い評価を与えた。「彼は優れた技量と広大な忍耐力をもって」この問題にあたり、「言語そ
の他の問題に対する公正で公平な解決策に向けて人々の心を勝ち取ることに」成功したと賞賛
している[ibid. 7 June 1961: 399-400]。「シャーストリー内相による提案は私には理にかなったもの
に思える」[ibid, 27 June 1961: 451]。 






マン』紙 1963年 11月 6日付けによれば、流入ムスリム人口は西ベンガルで 46万、アッサ
ムで 22万、ビハールで 30万、トリプラで 5.5万といわれる 27。センサス間の難民の流入











スリム人口比率は 1951 年の 24.68％から 25.26％へとわずかしか上昇していないことから
明らかである。確かに 51年と 61年のセンサス間のムスリム人口増加率は 38.1％であり、
ヒンドゥー教徒の 33.7％よりは高いが、ムスリムの絶対人口増は約 75.5万人、それに対し









                                                     
しばしば発生すると反論した。 
27 Census of India, paper No.1 of 1963, 1961 Census―Religion, Delhi, Manager of Publication, 
1963 [DO 196/157]。同年 8月にインド情報放送省が配布した冊子 Influxにも 1951年と 1961年
センサス間の、アッサム州、西ベンガル州、トリプラにおけるムスリム人口増加率が示されている
[Gupta 1984: 192]。 




[ALAD, 4(7), II(14), 16 August 1969: 162-3]。 
22 
 
表 3 アッサムとインドの人口およびセンサス間増加率 
年
アッサム インド アッサム インド
1901 3.3 238.4 - -
1911 3.8 252.1 17.0 5.8
1921 4.6 251.3 20.5 0.3
1931 5.6 278.9 19.9 11.0
1941 6.7 318.6 20.4 14.2
1951 8.0 361.1 19.9 13.3
1961 10.8 439.2 35.0 21.5
1971 14.6 548.1 35.0 24.8
1981 センサス実施せず 683.3 - 24.7
1991 22.4 846.3 24.2 23.9
2001 26.6 1,027.0 18.9 21.5
2011 31.2 1210.2 18.9 17.6
人口（100万） センサス間増加率（％）
 










さきの表 1の網掛け部分が示すように、アッサム州では送還件数は 1962 年から 1 万人
を超す規模になり、65年にかけてピークを迎えた。アッサム州政府の統計によると、62年
に 13,377人、63年に 30,825人、64年に 69,415人そして 65年には 46,244人の規模に達し
た。1966年に 14,488人と低下し、1967年以降、バングラデシュ独立後の 1972年の 51,787




                                                     
29 実際のムスリム人口増加率 38.1％に対して、流入がない場合の増加率を 27％程度とみると、
その残差が 22万人ほどになる。 






表 4 インドからの退去命令（1961年 1月～1967年 9月 30日） 
県名 民事訴訟件数 処理件数 国籍と判定された件数 未決件数 対象者人数 67.9.30
ゴアルパラ 30,477 17,272 2,050 78 78 2,065 12,583 146
ドロン 53,315 43,799 2,731 672 532 28 176 24
カムループ 22,425 20,557 1,719 257 257 275 1,338 78
ナガウン 69,649 64,503 3,356 984 654 715 2,510 27
ヒブハゴル 9,747 7,225 1,222 101 92 3 10
ロキムプル 21,221 16,211 644 204 188 116 382 16
GRP
カチャール 6,362 5,225 912 138 124 132 573 72
ガロ丘陵 744 1,700 150 22 20 132 573 54
ミキル丘陵 138 103 3 32
UKJ丘陵 448 1,700 27 25 24 1 1 41
ミゾ丘陵 19
合計 214,526 178,314 12,814 2,481 1,969 3,467 18,146 490
出所：[ALAD, 4(3), III(10), 11 November 1967: 185-8]より筆者作成。
 
61年 1月から 67年 9月末までについては、上掲の表 4で合計 214,526人に対して Quit 
noticeが発せられ、うち 178,314人（資料の p.185では 178,320人とも）が送還された。 
 この時期の「不法移民」摘発と強制送還件数については、アッサム州議会議事録からこ
のほかにいくつかの数字が得られる。 
例えば、[ALAD, 4(5), II(16), 21 September 1968: 89-90]では、 チャリハ州首相の発表とし
て、パキスタン市民権者の送還は 1961年から 68年 7月までに 183,558件で、68年 7月現
在、外国人審判所に未決が 12,331 件である。高裁ないし民事裁判所で民事訴訟中のもの
12,064件（68年 7月現在）。内訳は前者が 417件、後者が 11,647件。11,407人のパキスタ
ン市民権者が自発的に帰国した。 
チャリハ州首相はその後の回答で、1961年 1月から 1970年 3月 31日までに、189,649
名のパキスタン人不法移民を送還したとする。外国人審判所では、9,615件が未結審、裁判
所での係争中のものが 11,375件となる。結審の見通しは不明である[ALAD, 4(9), II(45), 11 
June 1970: 62]。最後の数字を用いれば、1961年から 1970年 3月末まで、つまり 1960年代





                                                     





ドロン県では、1952年から 64年 2月までに 83,579人が摘発され（detected）、 56,411人が










































る[EPLAP, 2 July 1963: 284]。同時期のトリプラ（当時は連邦直轄地）でも、ムスリムの追












ンド軍はテズプルから 20 マイルのミサマリ 35で戦闘中だとも聞かされたという。テズプ
ルの市民自身が同じ噂を信じ対岸のジョルハトに避難している。テズプルの精神病院が開
け放たれ、ステート・バンクのテズプル支店では数十万ルピーの紙幣が廃棄され、県長官
                                                     
32 Sarat Chandra Goswamiによる発言 [ALAD, 3(7), I(11), 13 March 1964: 29-30]。 
33 ダッカのインド副高等弁務官によれば、アッサムへの流入者に対する外国人法の厳格な適用
を決定したのは、1962年初めとされる（“Extracts from note of the High Commissioner’s Talk with 
M.S. K.Choudhury, Deputy High Commissioner for India in Dacca, on 1st July 1963# [DO 
196/157]）。トリプラではムスリムの流入者によるトライブの保留地、森林への浸食が、このころから
問題視された[ibid.]。 
34 インド外務省パキスタン局長（Director）の S.M.チョプラ（Chopra）が、1963年 7月 18日英高
等弁務官事務所の第一書記官に語った内容では、1962年 6月のトリプラからの追放が政治問
題化のきっかけであり、アッサムでは問題の重要性は、「インドとパキスタンのセンサス結果が公
にされた」1961年から明らかになったとする （“Movement of Muslims from Assam and Tripura 




















































出されたのである 38。  
1965年に入ると、インド側は、ヒンドゥー難民の流入に対して、アッサムのムスリム移
民の排斥政策を強化する。通称 PIP、すなわち Prevention of Infiltration into India of Pakistan 
Nationalsは、中印戦争後から第二次印パ戦争の間の 1965年 6月に内務省情報局の B.N. マ











4(5), II(16), 21 September 1968: 543-5]（Mounul Haque Choudhury41の質問）。こうしたムスリ










議派からの批判があるが、チョウドゥリは最初から意見が異なっていたとする[ALAD, 4(6), I(12), 
11 March 1969:124]。PIPも彼が閣僚を辞職してから実施された[128]。 
28 
 
ムの不満から、チャリハ州首相への批判が高まると、1967 年ころから PIP は緩められた










（[ALAD, 3(7), I(11), 13 March 1964: 17-20]） 。 
Madhusudan Dasによる質問は以下のようなものであった。1964年 1月 22日、Batdroba




の事件で、3名のムスリムがインド防衛令（DIR）で逮捕されたという[ALAD, 3(7), I(29), 8 


















この延会動議ののち間もなく、東パキスタン州政府は同年 8月に Refugee Commissionを
任命し、その報告は、次に追放問題がとりあげられた 1963 年 7 月 2 日の州議会における
延会動議の時点ですでに政府に提出されていた 43。これがジャッバル委員会（Jabbar 
Commission）と呼ばれる調査委員会で、その後インド政府外務省が詳細な反論報告書を提





の攻撃に際して援助するのではないか、というのである[ibid: 277, 280]。 
1962年 6月の追放以降 7月 10日に任命されたジャッバル委員会は同年 12月 14日に報
告書を提出した 45。調査対象は 897家族（アッサムから 133家族、残りはトリプラ）で、
すべてキャンプ（収容所）に登録された難民である。報告書によれば 6月初めから 10月末








                                                     









19,652人、アッサムから 9,394人であるとした（Karachi to CRO No.869, [DO 196/157]） 
44 これ以前にもインド情報放送省は、Influx と題してインド外務省の立場を説明した広報用冊子
を 1963年 8月に作製している。その要旨は[Gupta 1984: 191-200]に紹介がある。[Sharma and 
Sharma 2006: 141-9]にも同文が収録。  
45 “Summary of Jabbar Commission Report” [DO 196/157]。A. Jabbar Khanは 元ダッカ高裁判
事。加えてMahbubul Hoq（国民議会議員）と D.A.R.Choudhury（州議会議員）.の 3人委員会。 





























要であると称して書類を取り上げたという発言がなされた[EPLAD, 2 July 1963: 277]。 
あるいはまた、現場で警官が一定数の追い出しを命じられて、賄賂の出せない弱者から、
                                                     
47 地方税の一種。 
48 1962年の連邦下院選挙では、会議派得票率を減少させた。ムスリムがインド共産党に投票し
たことが、この問題のきっかけになったという調査委員会による主張は”Eviction into East 
Pakistan, 23rd July 1963”[DO 196/157]が紹介している。 
49 報告書は 1963年 4月にインド政府に渡され、インド政府は翌 1964年に反論書[GoI 1964]を
刊行している。 
50 東パキスタン州議会では、これら書類をとりかえせないことは政府の失態であるという批判が









を 7月 26日、モイメンシンを 8月 1日に訪れている。通訳を介したが彼自身ある程度の
ベンガル語を理解する。質問の相手は行政当局から指定されたのではなく、自由に接近で
きた（“Report on visits to refugee camps in the Tippera and Mymensingh Districts of East 
Pakistan”[DO 196/157]）。 
クミッラでは約 1千人、200家族余りが収容されていた。多くはインド領トリプラで 20





















                                                     
51 1963年 12月下旬にアッサムとトリプラを視察したニュー・デリーの米大使館政治担当官とカ
ルカッタ駐在総領事は、追放されたムスリムの 25％余りはインド市民権である可能性があると観








まず、1963年 7月 2日の動議のなかでは[EPLAD 2 July 1963:270-287]、ジャッバル委員
会報告をひいてトリプラ（クミッラを意味する）、チョットグラム、ノアカリーで合計 70










1962年初から 1964年 3月末までに、アッサムから 64,481人、トリプラから 69,467
人、西ベンガルからは 1964年暴動前までに 10,750人、1964年に入ると大きく跳ね上が











                                                     
52 Jiratiya（越境耕作を許されていた農民）については[佐藤 2005a ]参照。これらの被追放民を
Mohajir と表現する議員もいる[EPLAD, 2 July 1963: 275]。  













1962 16,574 26,565 8,830 51,969 
1963 31,106 25,845 1,920 58,871 
1964 16,801 17,057 90,400 124,258 
年別合計 64,481 69,467 101,150 235,098 
クミッラ 7,155 48,159 --- 55,314 
シレット 16,435 7,718 --- 24,153 
モイメンシン 20,822 595 --- 21,417 
ダッカ* 7,102 1,739 --- 8,841 
ジョスホル** 735 --- 44,126 44,861 
クシュティア** --- --- 3,146 3,146 
クルナ** --- --- 43,128 43,128 
ボリシャル --- 1,075 --- 1,075 
ディナジプル 1,205 129 1,006 2,340 
ラージシャヒー** 43 59 9,744 9,846 
ノアカリ  ー 1,818 7,404 --- 9,222 
県別合計 55,315 66,878 101,150 223,343 
出所：東パキスタン州議会における質問（Sultan Ahmad）への政府回答[EPLAD, 26(2), 5 June 
1964: 92]。1962年 1月 1日から 1964年 3月 31日までの件数。 
注：*この他に、西ベンガルから 2万人が**印をつけた県を経由して入国し、これらの県で




数字が示された 10日後の 6月 15日の州政府答弁では、1964年 3月 23日段階の合計で、
アッサムから 88,612名、トリプラから 76,134名、西ベンガルから 190,889名が東パキスタ
ンに流入したと新たな情報が提示された[EPLAD, 26(3), 15 June 1964: 105]。表 6に比較し
て、アッサムからは 2万 4千人、トリプラからは 1万 3千人、西ベンガルからは実に 9万
人増である。 
その 1週間後の政府答弁では、1964年 5月 30日までに東パキスタンで登録された難民




府から提出された（[EPLAD, 26(4), 22 June 1964: 204]）。 
当然かれらの住居をはじめとする手当の問題が州議会で取り上げられ、1964年 1月 9日
には、アッサム、トリプラからの難民 refugeesのリハビリテーションの軽視について延会
動議（Sultan Ahmad）が提出された[EPLAD, 25(2), 9 January 1964: 19-21]。アッサム、トリプ
ラからの難民（被追放民）の定住は中央政府の責任であり、人口も希薄な西パキスタンに





















日、インド防衛令（Defence of India Rules）により、インド共産党内の「マルクシスト」と、
アッサムと北ベンガルからの中国国籍者 57の逮捕、拘禁が命じられた。州政府はこれに応






56 Foreigners (Restriction on movements) Order, 1960 [Singh 2011: 105]。 









この命令は 1946年外国人法第 3条に基づくもので、以下の 5カ条からなった。 
１． 命令の名称および効力が直ちに発生する旨を定める。 
2．本命令における「登録官（Registration Officer）」、「登録住所」とは 1939年外国人登録規












空路および海路にての出国を許されない*。 [*4および 5は、1987年 3月 26日の修正によ
る] 
ついで 11月 3日付けで、「外国人（抑留）命令、1962[Foreigners (Internment) order, 1962]」
が官報に公布される。第 3項のみは 11月 26日に修正のうえ官報に公布されている 59。こ










58 The Foreigners (Restriction on Chinese Nationals) Order, 1962 [Singh 2011: 107]。 










第 4項は、抑留収容所 Internment campsを規定する。中央政府はこの命令の実施のために
適当と考える場所［複数］に抑留収容所を設け、各収容所に 1名の指揮者 a Commandantを
任命する。 














































インド政府は外国人法にもとづく命令の形で Foreigners (Tribunals) Orderを発した 62。 
                                                     
60 デオリーの中国系住民の抑留者数は明確でないが 2,500人から 3,000人という数字がある 
（Marsh[2015: 131]、Ellias, Rafeeq, “The Chinese-Indian prisoners of Deoli are here and their 
voices need to be heared,” The Wire, 5 Oct. 2015）。ここに紹介した移動禁止命令や抑留命令の執
行を詳細に描いているのが、アッサム州の東部の町マカム周辺の中国人社会を主題にした小説






































州首相チャリハの州議会での 1964年 4月の答弁では、審判所の設置は 64年1月であり、
ナガウン、テズプル、ガウハティ、シルチャルの 4か所に設置された。答弁の時点までに
3,341名の送還が命令された。また州政府は送還ケースの審査の迅速化のため、司法経験者
4名を特別担当官に任命し、3,884件を処理した [ALAD, 3(7), I(29), 8 April 1964: 139-140] 64。
1968年には審判所はテズプル、ガウハティ、ナガウン（2か所）、シブサガル、ゴアルパラ、




                                                     
強調した（Statesman, 14 Nov. 1963；India News,Vol.16, No.47 [DO 196/157]）。 
63 “Press Handout by Indian High Commission, Karachi, dated 17th June 1963”[DO 196/157]。  
64 トリプラにも 2か所、あわせて 6か所が 3月上旬までに設置された（Extract-Indiagram No.38, 







そして 1979年にアッサムでの外国人排斥運動が開始されたのち、同年 7月 4日には 10
か所の審判所の活動が再開されたのである[Government of Assam 2012: 16]。 
チャリハ州首相によれば、1970 年 3 月 31 日時点で、審判所には、9,615 人が未結審、
11,375人が裁判所で係争中であった[ALAD, 4(9), II(45), 11 June 1970: 62]。 
 





















                                                     
65 1968年にカチャールやティニスキアでパキスタン国旗類似の旗が掲げられたと州議会での質
問があった[ALAD, 4(4), I(31), 5 April 1968：9-11]、[ALAD, 4(5),II(13), 18 September 1968: 192-
201]。スパイ容疑はコトン・カレッジの教員や州政府閣僚にまで及んでいる[ALAD, 4(5),II(13), 18 
September 1968: 11]、[ALAD, 4(5), II(6), 2 September 1968: 55-6]。 















述べた、いわゆる「インディラ・ムジーブ合意」における 1971年 3月 25日を「カットオ
フ」とすることを主張した[Hussain 1993: 117-125]。 
インディラ暗殺後のラジーヴ政権の登場で局面は展開し、連邦政府とアッサム学生同盟
との間に、いわゆる「アッサム合意」が成立した。合意のもとで、カットオフに関する最























「アッサム合意」は 1985年 12月 7日に施行された市民権法改正に、第 6A条の挿入と
いう形で盛り込まれた。その主要な内容を紹介しよう。 
 第(1)項の定義に続いて第(2)項は 1966年 1月 1日より前に（現在の）バングラデシュか
らアッサムに移り、その後引き続き居住する「インド出身者 Person of Indian Origin」（およ




さらに第(3)項では、「インド出身者」であって、1966年 1月 1日以降、1971年 3月 25日
の間にバングラデシュからアッサムに移動し、引き続き居住し、かつ「外国人として認定






ることが確認されているのである。すでにアッサム合意の 2年前、以下に紹介する Illegal 













（Collector, District Magistrate, Deputy Commissionerなど）レベルに委譲されているために、

















しての新たな審判所の設置をめざした。これが 1983年の Illegal Migrants (Determination by 













るものだが、アッサム州では 1983 年 10月 15 日から適用されることが明示されているの
                                                     
68 Notification no. G.S.R. 18 (E), dated 1 July 1987, the Gazette of India, Extra, 1 July 1987。 告示
では、これに加えて中央政府内務省の局長以上のほか、官報における告示で任命されるものも
登録の権限を持つとされていた（2009 年の改正で告示のこの部分は削除された）。また、本告示
の施行日である 1987 年 7 月 1 日は、2003 年の市民法改正にも登場する重要な日付となること
は次章で紹介する 
（ http://www.refworld.org/cgibin/texis/vtx/rwmain/opendocpdf.pdf?reldoc=y&docid=54c20f104 、
2018年 2月 1日アクセス）。 
69 1988年に同法は若干の項目について改正された。本文中で触れたもののほかには、審判所
の決定に対する不服を訴える上級審判所の設置がある。IMDT法については[Roy and Singh 








































表 7 IMDT法による処理状況 
調査件数 調査完了 審査委員会 審査委員会 審査委員会 付託件数 審判所 不法移民 不法移民 不法移民 審判所
件数 付託件数 検討件数 未検討件数 処理件数 判定者数 追放者数 追放命令数 未処理件数
（１）2000年4月30日現在 310,759 307,955 301,986 298,465 3,521 38,631 16,599 10,015 1,481 5,733 22,072
　（アッサム人民同盟州政権）
（２）2003年8月31日現在 386,249 379,521 362,592 359,733 2,859 76,228 21,169 11,636 1,517 6,159 55,059
　（国民会議派州政権）
（3）2005年7月12日現在* 112,791 24,021 12,846 1,547 88,770
注：審査委員会付託件数＝同検討件数＋同未検討件数；審判所付託件数＝同処理件数＋同未処理件数（ただし（1）の数字は原資料の合計が合わない）
     * 下記判決時での補足的な情報である。







2000 年（アッサム人民同盟政権期）、2003 年（会議派政権期）、2005 年（同、および判決
時）の 3時点での処理状況である 70。 
2003 年の数字で見てみよう。調査対象件数は約 38.6 万件で調査ののちに審査委員会に
付託された件数は 36 万件、審査委員会はその 99％を処理したが、審判所に送られたのは








付託件数に対する追放者数の比率は 2000年に 3.8％、2003年に 2.0％、2005年に至っては








                                                     
70 アッサム人民同盟は 1985年州議会選挙で初勝利し（公式には無所属扱い）、91年には会議
































                                                     
71 Writ Petition (civil) 131 of 2005, Sarbananda Sonowal vs Union of India & Anr.（判事；R.C. Lahoti, G.P. 
Mathur & P.K. Balasubramanyan）および Writ Petition (civil) 117 of 2006, Sarbananda Sonowal vs Union 
of India （判事；S.B. Sinha & P.K.Balasubramanyan）。出所はいずれも http://JUDIS.NIC.IN 
SUPREME COURT OF INDIA、2018年2月6日アクセス。2005年判決文はG.P. Mathur、2006
年判決文はS.B.Sinha判事が担当している。 

































































この違憲判決により、21か所の IM審判所はあらたに 21の FT審判所に衣替えした。従来
11の FT審判所が併存されていたから、審判所数は 36か所となった[Government of Assam 
2012: 17]74。2014年には最高裁がさらに 64の審判所の増設を命じて、総数は 100か所とな
った 75。 
                                                     
73 この判決が最高裁を含むその後の司法判断の基礎とされ、「移民＝治安上の危険物」という予
断を導く原因となっている。例えば 2019年 5月の最高裁判決Abdul Kuddus v Union of Indiaで
ある（Bhatia, Gautam, “The judicial resumption of non-citizenship,” The Hindu, 23 July 2019を参
照。 
74 このすべてが機能したわけではないと思われる。2006年の新聞記事では機能しているのは






請求訴訟での差し止めを求める事例が多数見られた。例えば、Mustt Sarabari @ Syera Begum 




















                                                     
story-reveals-perils-of-proof-41869 （2018年 2月 8日アクセス） 




77 Mustt Sarabari @ Syera Begum & 2 others vs. State of Assam & othersのシャルマ判事は、宗
教的迫害によってインドへ入国したヒンドゥー教徒は不法移民ではないとする議論を、「外国人に




する 2013年の訴訟、Gopal Das vs. Union of India and others, WP(Civil) of 2013でも同じ主張
を繰り返している 
（ https://indiankanoon.org/doc/193280051/ 2018年 2月 6日アクセス）。 
49 
 
 表 8  二種の審判所による処理状況（1985～2012年 7月） 








1985-90 アッサム人民同盟 FT審判所 32,991 15,929 17,062 14,801 133
IM審判所 22,682 6,486 16,196 6,724 521
1991-95 国民会議派 FT審判所 482 5,909 11,635 4,005 267
IM審判所 3,488 7,335 12,349 2,577 792
1996-2000 アッサム人民同盟 FT審判所 2,986 3,552 11,069 6,026 235
IM審判所 17,623 4,420 25,552 902 179
2001-2005 国民会議派 FT審判所 6,094 2,216 14,947 4,593 39
IM審判所 68,998 5,780 88,770 2,643 55
1985-2005 合計 FT審判所 42,553 27,606 *14,947 29,425 674
IM審判所 112,791 24,021 88,770 12,846 1,547
2006-July 2012 国民会議派 FT審判所 *65,666 45,456 35,157 12,913 221
総計 221,010 97,083 35,157 55,184 2,442
（注）　州政権は筆者が追加したもの。*65,666件はFT審判所で未処理であった14,947件を含まない件数。




22万 1千件であり、その約 44％にあたる 9万 7千件が処理された。その結果「外国人（バ
ングラデシュ国民）」と認定されたのは 55,184 件（処理件数の 56.8％）となるが、実際に
追放（push-back）ないし強制送還（deportation）されたものはわずか 2,442件に過ぎない 78。
追放もしくは強制送還されない「外国人」はいくつかの刑務所内に設置されている収容所
（Detention camp）に原則として拘留されることになる（収容所については第 5章 3 (2)で触
れる）。 
次に、IMDT法違憲判決前の 1985-2005年間の合計に注目する。付託件数としては 1971
年 3月 26日以降の不法流入者を対象とする IM審判所が、1966年 1月から 1971年 3月 25
日までの流入者を対象とする FT審判所をはるかに上回る。しかし、処理件数はむしろ FT
審判所のほうが多く「外国人」と判定された事例も 2倍以上ある。実際に追放ないし強制


















 ふたつの審判所で 1985年以降、「外国人」と判定された 55,184名の内訳を次の表 9で見
ると、1966-1971年間の流入者が 1971年以降を上回っている。前者の 32,537人のうち、10















1985-90 アッサム人民同盟 14,801 6,724 21,525 21,525
1991-95 国民会議派 4,005 2,577 6,582 6,582
1996-2000 アッサム人民同盟 6,026 902 6,928 *6,590 33,667
2001-2005 国民会議派 4,593 2,643 7,236
2006-July 2012 国民会議派 3,112 9,801 12,913
Total 32,537 22,647 55,184 6,590 61,774
（注）*は1998年～2012年7月31日（この内訳が次表10）。アミ掛け部分はIMDT
　　　審判所での判定。
（出所）Governemnt of Assam[2012: 18].  
 














利を返還される[Government of Assam 2012: 22]。以下の表 10は”D”有権者数そのものでは
なく、このような手続きによって、審判所に付託された件数であるが、この問題の規模を
知ることはできるだろう 79。つまり最低でも未処理の 14 万人あまりの有権者がその投票
権を行使できない状態にあるのである 80。 
“D”有権者についても、被疑者の逃亡を防ぐためとして、ガウハティ高裁は摘発次第、収












231,657 88,192 6,590 44,220 37,382 143,465
（出所）　Government of Assam[2012: 22].  
 





拒否された約 400万人の中に、”D”有権者本人とその子孫合計で 24万 8千人が含まれると
も報告されている 82。2019 年の連邦下院選では”D”有権者以外の非登録者も選挙権を行使
できたが、2019年 8月末の最終的な NRC登録ののちにも、かれらが選挙権を行使できる
                                                     
79 選挙委員会が”D” 有権者としたのは当初 37万人であったという報道がある （The Hindu, 30 
July 2018）。表 10では、うち 23万人が審判所に送られたことになる。IE, 23 Dec. 1997では 30
万人。 
80 アッサム州の BJPはトリプラ州に隣接するカチャール県の D votersを、その立場の弱さを利用
してトリプラ州の選挙応援活動に動員していると報じられる（CPIMベンガル州委員会機関紙
Ganashakti, 14 Feb. 2018）。 
81 The Hindu, 30 July 2018. これらの数字を合計すると、表 10 とあわせると、175,647名となる。
未処理ないしは結果が判明しない事例が 6万名近くあることになる。IE, 25 Aug. 2018には、コク
ラジャルの女性専用収容所に D voterの嫌疑で収容された女性の体験が報告されている。なか
には 8年から 9年間も収容されている女性がいたという。 
82 IE, 31 July 2018. The Hindu, 25 Sept. 2018によるとアッサム州政府は議会で D votersの数を 9

































わせて議論の焦点となる。1998年から 2004年の BJPを中核とする NDA連合政権の時期
には、こうした側面からの関心が、外国人法制や市民権法制に関する論議の多くの部分を
占めたのであった。そうした議論の代表例として、2000年にまとめられたインド法律委員
                                                     


























ッサムに「不法移民」を特定した 1950年法や 1983年 IMDT法よりも普遍的な効力をも
つ法ができることになる。まさに「不法移民」問題の拡散に対応した法制度の確立とい








                                                     









改正の目的を法案に付される趣旨説明から読み取ってみよう[DRSC on Home Affairs 
2003: 52]。説明では 7点があげられるが、それらは大別すれば①市民権発生と付与の条件




















ここに 2003 年改正だけでなく、インド政府（特に BJP 与党政権）の市民権概念の特徴が
                                                     




同法の成立時の名称は Act 6 of 2004で、施行も 2004年 12月 3日である。連邦議会の省別常
















































はいたが（第 13 条）、義務的な国民登録制度は規定されていなかった。2003 年の改正で、
初めて国民登録と国民登録証 National Identity Card の発行が連邦政府に義務付けられた






Aadhaar 登録を前提とした申請を要求するに至っている 88。また国民登録簿（National 










                                                     
87 OCIと PIOカードの統合に関する議論は、すでに 2011年の市民権法改正法案から始まって
いた。DRSC on Home Affairs[2011]を参照。またこの資料では、パキスタンや東パキスタン・バン
グラデシュからの難民、ミゾラムからトリプラへのリアング（民族）の避難民の市民権問題に関する
言及もある。これらの問題の多くが 2014年に成立した BJP政権によって取り上げられている（次
の第 5章第 4節を参照）。 







に最高裁は 2016年 1月末までの登録簿完成を命じたが、その期限は 2016年 12月、さら
に 2017年 3月そして同年 12月へと再三再四延長され、初めて最終登録簿が掲示されるこ
とになった 2017 年 12月 31 日には、申請者 3290 万人のうち、1900 万人の分が公開され
た。最高裁は残りの 1390万人についても情報の確認作業を継続して、2018年 5月までに




外国人とはみなされないはずのグルカの人々であるとされる（The Hindu, 25 Sept. 2018; IE , 


















登録申請は 2015年 3月 27日から受付が始まり、同年 8月 31日に締め切られた。NRC
                                                     
90 NRCを率いるインド行政職官僚 P. ハジェラ（Prateek Hajela）によれば「レガシー・データ」に
含まれる現存者は 400万人にすぎない（“As Millions Try To Prove Citizenship In Assam, 
One Man’s Story Reveals Perils of Proof ,” IndiaSpend, 28 Oct. 2017, 
http://www.indiaspend.com/cover-story/as-millions-try-to-prove-citizenship-in-assam-one-mans-




聞その他から関連の数字を集計してみると 91、申請者総数は 3290万人（家族数では 687万
家族）である 92。申請者数が幼児子供など家族全員の数を含むかどうかは確認できない。 
2015年 9月 1日からは申請書類の確認作業が開始された。 
























                                                     
91 以下の記述は、IE, 27 Oct. 2017; 2 Jan, 7 Jan. 2018 による。 
92 2011年センサスでの州人口は 3120万人である。 
93 ムスリムへの差別的な扱いは、“As Millions Try To Prove Citizenship In Assam, One Man’s 
Story Reveals Perils of Proof ,” IndiaSpend, October 28, 2017； ”Crowds throng to check draft 
NRC, many Nellie muslims not on the list,” Indian Express, 2 Jan. 2018などを参照。既婚女性が
国民登録で直面している状況は、https://scroll.in/article/858540/stories-of-these-four-women-are-
a-testimony-to-the-trials-and-tribulations-of-citizenship-in-assamによるルポルタージュがすぐれて
いる（2018年 2月 10アクセス）。 
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(8) その他法律上有効な記録  












                                                     
94 NRCを総括する P. ハジェラ自身、市民権は他州では出生だが、アッサムでは出自であると語って



















はずがない。1960 年代前半や 1990 年代末にみられたプッシュ・バックのような強引な策
に再び出ることは近隣政策として愚策である。残る道は、サンジーブ・バルアが示唆する
ように 97、大量の stateless peopleを収容所 detention campに送り込むことしかない 98。こう
した非人道的措置については、すでに国内外から厳しい批判の目が向けられ始めている。 
                                                     
95 IE, 6 July 2018によれば、2017年 12月 31日に登録簿に記載された 1900万人の中から、す
でに 15万人が「誤って」登録されたものとして削除されたという。まさにゴールの見えない作業で
ある。 
96 IE, 16 May 2017。中央政府およびアッサム州政府を相手とする Assam Sammmilita 
Mahasangha, Assam Public Works, All Assam Ahom Associationの 3団体による、NRC作成をき
っかけとする市民権法 6A条の最高裁違憲訴訟の判決（2014）は、




97 Baruah, Sanjib,” Stateless in Assam,” IE, 19 Jan. 2018； [Dutta 2018] も参照。作業が開始され
たばかりの時期にも同じ警告がなされていた（Biswas, Joydeep, “The starkness of being nowhere,” 
The Hindu, 10 Sept. 2015）。 
98 2016年 5月現在、インド市民権を否定された人々は、アッサム州内 6か所の刑務所に付設さ
れた収容所で抑留されている。その数は 2017年 10月の報道で 2000人というものがある
（IndiaSpend, 28 Oct. 2017）。州政府はゴアルパラ県ダクルビタ（Dakurbhita）に最大級の収容所
を独自に建設する予定と伝えられる （The Citizen, 6 May 2016）。2018年 5月の下記記事による












2018年 7月 30日の暫定リストの発表後、アッサム州政府は当初 8月 30日から 1カ月間
の予定で，不服申請の受付を行う予定であったが、手続きの不備を最高裁から指摘され、
当初は 9月 25日から 1カ月間、のち同年 12月 31日までの 3カ月間を期限として受け付
けることとした。不服は最終登録簿から漏れたもののみならず、登録簿への記載を不当と
する除籍の告発も含まれている。いずれも、既存の 100か所に加えて増設された外国人審
判所が不服審査を担当する 103。この手続きを経たのち、最終登録簿は 2019年 8月 31日に
発表されることとなった。 
しかし 8月 31日までに登録を申請したのは 400万人のうち 360万人であった。この間、









                                                     
99 The Wire, 13 Sept. 2018 （https://thewire.in/rights/why-are-foreigners-kept-in-detention-centre-
separated-from-families-sc-to-assam）. 
100 The Wire, 9 Sept. 2018 （https://thewire.in/communalism/world-hindu-congress-chicago-rss-
vhp-hindu-unity）. 
101 The Scroll.in, 17 Dec. 2018 （https://scroll.in/latest/905985/assam-nrc-we-fear-the-entire-
process-is-stoking-ethnic-tensions-un-experts-tell-india）.インド外務省は回答を拒否した。 
102 IE, 24 Nov. 2018.この記事では 2018年 9月 25日現在、収容所に拘留されている「外国人」
は 1037名とされる。 










大量の州公務員を動員して作成した NRC 登録簿を受け入れないという立場を表明した 
（IE, 21 Nov. 2019）。 
中央のモーディー政権もこれと歩調を合わせ、シャハ内相は、最終登録簿の発表後には、
アッサムのNRCを否認するだけでなく、新たに全国規模でNRCを実施し、アッサムの登






















                                                     
104 “Once CAB passed, detention camps will shut for non-Hindus, Buddhists, Jains, Christians,” IE, 
24 Oct. 2019. この記事の表題には誤りがある。non-Hindusではなく Hindusである。 
































権付与の道を開こうとした 107。しかしこの法案は野党の反対を受けて同年 8月 12日に両




































                                                     
108 Notification G.S.R. 685(E)および Order G.S.R.686(E), The Gazette of India, Extraordinary, Pt. 
II S.3 (i), September 8, 2015。市民権改正法案と異なるのはアフガニスタンが含まれていないこと
である。対象となるマイノリティは改正法案と同じ表現になっている。 












年 2月 28日に、グジャラートの 4県、ラージャスターンの 2県を対象に、同様の権限を県
長官 （Collector）に与えている。2016年にはそれをより大規模に実行したわけである 111。 
これらの措置を積極的に活用しているのも、いうまでもなく BJP与党州である。パキス











                                                     
110 Notification G.S.R.1168 (E), The Gazette of India, Extraordinary, Pt. II S. 3 (i), December 23, 
2016。 






は約 5000人の該当者がいた（IE, 18 Jan.; 15 Feb. 2004）。 





































115 IE, 14 Sept. 2017, 21 Oct. 2017によれば、アルナーチャル・プラデーシュ州側は文化的な摩
擦と将来的な指定部族扱いの可能性を危惧している。 
116 The Hindu, 7 Jan. 2018. 
117 民族奉仕団の機関紙Organiser, 24 Sept. 2017; 1 Oct. 2017におけるロヒンギャ関係の特集記
事を参照。ロヒンギャ難民についてインド政府は、彼らを基本的に治安上の問題としてとらえる観
点に立っている （IE, 20 March 2018） 。IMDT法違憲論とその立脚点は同じである。 
118 一例だが、デリーのトゥルクマーンゲート地区に住む結婚 30年になるムスリム夫婦の事例が
IE, 5 May; 9 May; 6 Aug.; 8 Aug 2013に詳しく紹介された。UP州のメーラト市ではパキスタン市
民権からインド市民権に切り替えられないムスリム女性が 42名いると報じられた（The Hindu 23 
July 2016）。 
119 新たな市民権改正法案は 2016年の法案で、市民権取得の必要居住期間が最低 6年とあっ




















声を抑え込もうとした （IE, 9 Dec. 2019）121。 
こうして政権は 12月 9日に下院に法案を提出し、7時間の討論ののち、翌日 0時 02分











                                                     
120 インド憲法の第 6付則に定められた自治県評議会 （Autonomous District Councils）の管轄
領域で、土地制度などに関して独自の規則制定権限が与えられている。 

























































として敵視している。しかし 2020年 1月 26日の共和国記念日にはシャーヒーン・バーグ
では宗派を超えてインド国旗を掲げた大規模な群衆の祝祭が催された。モーディー政権下
で差別に抗議して自殺した不可触民大学院生（Rohit Vemula）と列車の中で暴行を受け殺害
された 16歳のムスリム青年（Junaid Khan）の母親二人がインド国旗の掲揚をおこなった。 













に、国民登録簿に性格のかなり近い国民人口簿（National Population Register, NPR）は実施





るようなものだと語ったそうである （Maria Abi-Habib, “A law in India leads to protests and a tussle 














転じた （The Wire, 19 Jan. 2020）。 










かねない」と警告を発した （The Hindu, 30 Jan. 2020）。 
欧州議会では、インドの市民権法改正に対する批判的な決議が、議員数では議会の過半
数を占める 5つのグループによって提出されたが、2020年 3月中旬の EU／インド定期首
脳会議への影響を危惧した欧州議会は採決を首脳会議以降、おそらくは 4月初めまで延期






                                                     
126 https://www.uscirf.gov/news-room/press-releases-statements/uscirf-raises-serious-concerns-and-







































































































The Gazette of India (http://www.egazette.nic.in). 
Government of Assam [2012] White Paper on Foreigners' Issue, (http://assam.gov.in/web/home-
and-political-department/white-paper1). 
Government of India, Ministry of Foreign Affairs[1964] A Study of the Report of the Commission 
of Enquiry (Jabbar Commission) on Expulsion of Pakistani Infiltrants from Tripura and Assam, 
New Delhi. 
Law Commission of India[2000], One Hundred Seventy Fifth Report on the Foreigners 






Lok Sabha Secretariat[1960] Report, Delegation of Members of Parliament to Assam, New Delhi. 
DRSC on Home Affairs[2003], One Hundred-Seventh Report on The Citizenship (Amendment) 
Bill, 2003, New Delhi. 
DRSC on Home Affairs[2011], One Hundred and Fifty Ninth  Report on The Citizenship 
(Amendment) Bill, 2011, New Delhi. 
 
インド・パキスタン州議会議事録 
Assam legislative Assembly Debates (ALADと省略） 
East Bengal Legislative Assembly Proceedings (EBLAP) 
East Pakistan Legislative Assembly Proceedings (EPLAP) 
 
英公文書館資料 
DO 35/6644  Migration from East Bengal following introduction of India-Pakistan passport 
system 
DO 196/157 Eviction of Moslems from Assam and Tripura  1963 




Barua, Indrani[1990] Pressure Groups in Assam, New Delhi, Omsons Publications. 
Barua, Khanindra Chandra[n.d.] Critical Days of Assam, Gauhati. 
Bhattacharyya, Nitya[2002] Nostalgia, Jorhat, Jayada Orakashan. 
Chakrabarti, P.K..[1990] The Marginal Men, The Refugees and the Left Political Syndrome in 
West Bengal, Calcutta, Lumiere Books 
Choudhury, Sujit[2007] The Bodos, Emergence and Assertion of an Ethinic Minority, Shimla, 
Indian Institute of Advanced Studies. 
Deka, Meeta[1996] Student Movements in Assam, New Delhi, Vikas Publishing House. 
Dutta, Akhil Ranjan[2018]”Political Destiny of Immigrants in Assam, National Register of 
Citizens,” Economic and Political Weekly (EPW), 24 Feb. pp. 18-21. 
Guha, Samar[c.1951] Non-Muslim behind the Curtain of East Pakistan, Dacca, East Bengal 
Minorities' Association. 
Gupta, Shekhar [1984] Assam A Valley Divided. New Dlhi, Vikas Publishing House. 
Hazarika, Bolin and Arun K. Baishya (eds.)[2000] State Politics in Assam [Recent Trends in the 
Government and Politics of Assam], Jorhat, Department of Political Science, J.B.College. 
75 
 
Hussain, Monirul[1993] The Assam Movement, Class, Ideology and Identity, Delhi, Manak 
Publications. 
Lahiri, Pravash Chandra[1964] India Partitioned and Minorities in Pakistan, Calcutta, Writers' 
Forum Private Limited. 
Mahanta, Prafulla Kumar[1986] Tussle between the Citizens and Foreigners in Assam, New 
Delhi, Vikas Publishing House. 
Marsh, Yin[2015], Doing Time with Nehru, the Story of an Indian-Chinese Family, New Delhi, 
Zubaan. 
Mehta, Rimple[2018] "'Illegal' Bangladeshis in Akhand Bharat, Inscriptions of Race and Religion 
on Citizenship," EPW, 17 Feb., pp. 62-8. 
Mosahary, R.N. [2002] "Bodo student Movements" in Baruah, Apurba (ed.) Student Power in 
North East India, Understanding Student Movements. New Delhi, Regency Publications, pp.149-   
172. 
Mullik, B.N.[1971]  My Years with Nehru, the Chinese Betrayal, New Delhi, Allied Publishers. 
Mullik, B.N.[1972]  My Years with Nehru, 1948-1964, New Delhi, Allied Publishers. 
Murty, T.S.[1983] Assam the Difficult Years, a Study of Political Developments in 1979-83, New 
Delhi, Himalayan Books. 
Nag, Nibedita[2003] "Opposed to exodus," in Bagchi, Jasodhara and Shuboranjan Dasgupta 
(eds.) The Trauma and the Triumph, Gender and Partition in Eastern India, Kolkata, STREE. 
Neog, Maheswar[1976] Annals of Asam Sahitya Sabha, Jorhat, Asam Sahitya Sabha. 
Roy, Anupama[2010] Mapping Citizenship in India, New Delhi, Oxford University Press. 
Roy, Anupama [2016] Citizenship in India, New Delhi, Oxford University Press. 
Roy, Anupama and Ujjwal Kumar Singh[2009] "The Ambivalence of Citizenship, the IMDT Act 
(1983) and the Politics of Forclusion in Assam," Critical Asian Studies, Vol. 41, No 1, pp. 37-
60. 
Sangkima (ed.)[2004] Cross-border Migration, Calcutta, Maulana Abul Kalam Azad Institute of 
Asian Studies. 
Sharma, B. L.[1968] The Pakistan-China Axis, Bombay, Asia Publishing House. 
Sharma, S.K. and Usha Sharma [2006] Documents on North-East India, an Exaustive Survey, 
Volume 5: Assam [1958 to Modern Times], New Delhi, Mittal Publications.  
Singh, Dr. Gurbax[2011] Law of Foreigners, Citizenship and Passport in India, New Delhi, 
Universal law Publishing Co.Ltd. 
Sinha, A.N.[1962] Law of Citizenship and Aliens in India, Bombay, Asia Publishing House. 
Tan, Tai Yong and Gyanesh Kudaisya[2000] The Aftermath of Partition in South Asia, London 
and New York, Routledge. 
76 
 




Akhtar, M. R.[1974] Rupali Batasa Sonali Akas, Dhaka, Maola Bradars（ベンガル語）. 
Choudhuri, Rita[2010] Mākām, Guwahati: Jyoti Prakashan（アッサム語）. 
Dhar and Sengupta[1964] Simante andhakar, Kalikata, Bak Sahitya（ベンガル語）. 
 
ジャワハルラール・ネルー著作集 
Selected Works of Jawaharlal Nehru（SWJN). 












佐藤宏[2004]「南アジアにおける難民と国籍」『地域研究』第 6巻第 2号, 101-125. 
佐藤宏[2005a]「南アジアにおけるマイノリティと難民――国民国家形成期における東
西ベンガル」『アジア経済』第 46巻第 1号、2-34. 
佐藤宏[2005b]「南アジアにおけるコミュナル暴動とネルー・リヤーカト合意」『アジ
ア経済』第 46巻第 7号、2-33. 
 
